
新潟市障がい者多数雇用事業者からの物品等の調達に関する要綱

 （趣旨）

第１条 この要綱は，本市における障がい者の雇用の促進及びその職業の安定を図るとと

もに，市内にその意義を広めることを目的として，市が行う物品等の調達において，市

内の障がい者多数雇用事業者から物品又は役務を積極的に調達することを推進するため

必要な事項を定めるものとする。

 （定義）

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。

（１）障がい者 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以

下「法」という。）第２条第２号に規定する身体障害者，同条第３号に規定する重度身

体障害者，同条４号に規定する知的障害者，同条第５号に規定する重度知的障害者及

び同条第６号に規定する精神障害者並びにその他の心身の機能の障がいがあるため，

長期にわたり，職業生活に相当の制限を受け，又は職業生活を営むことが著しく困難

な者をいう。

（２）常用雇用労働者数 一の事業所における１週間の所定労働時間が２０時間以上の

労働者であって，かつ１年を超えて雇用される者（見込みを含む。）のうち，次に掲げ

る労働者の人数の合計をいう。

ア 雇用期間の定めのない労働者

イ 一定期間（１か月，６か月等）を定めて雇用される労働者であっても，雇用期間

が反復更新されて事実上アと同様の状態にあると認められる労働者  

ウ 日々雇用される労働者であっても，雇用契約が日々更新されて事実上アと同様の

状態にあると認められる労働者

（３）障がい者多数雇用事業者 次のいずれにも該当する者であって，第５条第２項の

規定による登録を受けた者をいう。

ア 新潟市競争入札参加者名簿に登載されていること。

イ 中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に

掲げる者をいう。）であって，市内に事業所を有すること。

ウ 市内に有する事業所において申請日の属する月の前１２月間における雇用する障

がい者数（法第４３条第３項から第５項までの規定により算出したもの。ただし，

法第７４条に規定する厚生労働省令で定める者にあっては，法第４３条第１項及び

第３項の規定を準用して算出する。この場合において，第１号に規定する「その他

の心身の機能の障がいがあるため，長期にわたり，職業生活に相当の制限を受け，

又は職業生活を営むことが著しく困難な者」とあるのは「身体障害者又は知的障害



者である労働者」と読み替えるものとする。）が，原則として，各月ごとに各月１日

時点における常用雇用労働者数に１００分の５．０を乗じて得た数（その数に１人

未満の端数がある場合は，その端数を切り捨てる。）以上であり，かつ２人以上であ

ること。

 （障がい者多数雇用事業者からの物品等の調達）

第３条 市長は物品等の調達（製造の請負，財産の買入れ及び役務の調達をいう。以下同

じ。）にあたっては，当該調達に係る契約の予定価格が新潟市契約規則（昭和５９年新潟

市規則第２４号）第２６条の表に定める額を超えない額で随意契約を締結しようとする

ときは，障がい者多数雇用事業者を契約の相手方とするよう努めるものとする。

  ただし，対象となる随意契約の物品等は，１つの障がい者多数雇用事業者につき別表

のとおりとする。

２ 市長は物品等の調達にあたって指名競争入札を実施する場合は，指名業者に障がい者

多数雇用事業者を選定するよう努めるものとする。

 （登録の申請）

第４条 障がい者多数雇用事業者の登録を受けようとする者は，新潟市障がい者多数雇用

事業者登録申請書（別記様式第１号）に必要書類を添え，市長に提出しなければならな

い。

２ 前項に規定する申請書は，登録を希望する年度（以下，「当該年度」という。）の前年

度の３月１日から３月１５日まで（当該年度の開始後の登録を希望する場合は，登録を

希望する月（以下，「登録希望月」という。）の前月１５日まで）に提出するものとする。

 （登録等）

第５条 市長は，前条の規定による申請があったときは，その内容を審査し，その結果を

新潟市障がい者多数雇用事業者登録審査結果通知書（別記様式第２号）により申請者に

通知するものとする。

２ 市長は，前項の規定による審査の結果，適当と認める場合は，申請者を障がい者多数

雇用事業者として登録するものとする。

 （登録の有効期間）

第６条 登録の有効期間は，当該年度の４月１日から３月３１日までとする。ただし，登

録日が当該年度の開始後の場合は，登録希望月の１日から当該年度の３月３１日までと

する。



 （変更の届出）

第７条 障がい者多数雇用事業者は，次の各号に掲げる事項に変更があったときは，速や

かに新潟市障がい者多数雇用事業者変更届（別記様式第３号）を市長に提出しなければ

ならない。

（１）事業所の名称

（２）所在地

（３）代表者の氏名

 （廃業等の届出）

第８条 障がい者多数雇用事業者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは，

速やかに新潟市障がい者多数雇用事業者廃業届（別記様式第４号）を市長に提出しなけ

ればならない。

（１）法人の場合にあっては，合併その他の理由により消滅し，若しくは解散し，又は

営業の全部を廃止したとき。

（２）個人の場合にあっては，営業の全部を廃止したとき。

 （登録の取消）

第９条 市長は，障がい者多数雇用事業者が，次の各号のいずれかに該当するときは，登

録を取り消すものとする。

（１）第２条第３号ア，イ又はウの規定に該当しなくなったとき。

（２）偽りその他不正の手段により登録を受けたことが判明したとき。

 （名簿の公表）

第１０条 市長は，障がい者多数雇用事業者の事業所の名称，住所，登録物品等を記載し

た新潟市障がい者多数雇用事業者名簿（別記様式第５号）を作成し，公表するものとす

る。

 （調達に関する公表）

第１１条 市長は，第３条の規定による物品等の調達の実施状況について，物品調達等状

況一覧表（別記様式第６号）により公表するものとする。

 （実地調査等）

第１２条 市長は，障がい者多数雇用事業者に対して，申請書に記載された障がい者の雇

用状況等の内容を確認するため，現地調査を実施することができる。



 （その他）

第１３条 この要綱に定めるもののほか，障がい者多数雇用事業者からの物品等の調達に

関し必要な事項は，別に定める。

   附 則

  この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。ただし，次項の規定は，平成２０年

３月１日から施行する。

２ 平成２０年度の障がい者多数雇用事業者の登録を希望する者は，平成２０年３月１日

から登録の申請することができる。

   附 則

 （施行期日）

  この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。ただし，次項の規定は，平成２５年

３月１日から施行する。

２ 平成２５年度の障がい者多数雇用事業者の登録を希望する者は，平成２５年３月１日

から登録申請することができる。

（経過措置）

３ 改正後の第２条（３）ウの規定のうちの雇用する障がい者数の割合は，この要綱の施

行の日（以下「施行日」という。）以後について適用し，施行日以前については，なお従

前の例による。

   附 則

 （施行期日）

１ この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ 改正後の第２条第３号ウの規定は，登録日がこの要綱の施行の日以後のものから適用

し，同日前のものについては，なお従前の例による。

３ この要綱の施行の際，現にある改正前の別記様式第１号から別記様式第４号までの規

定による用紙については，当分の間，これを取り繕って使用することが出来る。

   附 則

 （施行期日）

１ この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。ただし，次項の規定は，平成３０年

３月１日から施行する。

２ 平成３０年度の障がい者多数雇用事業者の登録を希望する者は，平成３０年３月１日

から登録申請することができる。



 （経過措置）

３ 改正後の第２条（３）ウの規定のうちの雇用する障がい者数の割合は，この要綱の施

行の日（以下「施行日」という。）以後について適用し，施行日以前については，なお従

前の例による。

附 則

 （施行期日）

１ この要綱は，令和３年３月１日から施行する。

２ 改正後の第２条（３）ウの規定のうちの雇用する障がい者数の割合は，この要綱の施

行の日（以下「施行日」という。）以後について適用し，施行日以前については，なお従

前の例による。

附 則

 （施行期日）

１ この要綱は，令和６年４月１日から施行する。ただし，次項の規定は，令和６年３月

１日から施行する。

２ 令和６年度の障がい者多数雇用事業者の登録を希望する者は，令和６年３月１日から

登録申請することができる。

 （経過措置）

３ 改正後の第２条（３）ウの規定のうちの雇用する障がい者数の割合は，この要綱の施

行の日（以下「施行日」という。）以後について適用し，施行日以前については，なお従

前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は，令和７年４月１日から施行する。ただし，次項の規定は，令和７年３

月１日から施行する。

２ 令和７年度の障がい者多数雇用事業者の登録を希望する者は，令和７年３月１日か

ら登録申請することができる。 

（経過措置） 

３ 改正後の第２条第２号に規定する労働者数，同条第３号ウに規定する雇用する障が

い者数の割合，及び第４条第２項に規定する申請書の提出期限は，この要綱の施行の

日（以下「施行日」という。）以後について適用し，施行日以前については，なお従

前の例による。 



 別表

法に基づく障がい者数の割

合

うち重度障がい者及び精神

障がい者の占める割合

登録できる品目数（物品・

役務）

5.0%以上 10.0%未満 いずれか１品目まで

10.0%以上 20.0%未満
1/2未満 いずれか１品目まで

1/2以上 合わせて２品目まで

20.0%以上
1/2未満 合わせて２品目まで

1/2以上 合わせて３品目まで


